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第１章 基本方針 

１ 県政運営に取り組む決意  

沖縄県においては、これまで基地問題をはじめ、経済や文化、教

育、福祉、保健医療など様々な分野の課題に全力で取り組んでまい

りました。 

 基地問題については、県民の過重な基地負担の軽減を実現するべ

く、特に、辺野古に新基地は造らせないということを引き続き県政

運営の柱とし、全力で取り組んでまいります。 

同時に、世界一危険とも言われる普天間飛行場の固定化は絶対に

許されないと考えており、５年以内の運用停止を含めた危険性の除

去について、政府に強く求めてまいります。 

経済面では、昨年３月に策定した「沖縄県アジア経済戦略構想推

進計画」を着実に推進し、沖縄の経済産業の成長を実現してまいり

ます。近隣諸外国、各地域へのトップセールスを積極的に展開する

沖縄県アジア経済戦略構想イメージ図 
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中で、各地の経済界関係者における沖縄への関心や期待の高さを実

感しており、昨年 12月には、沖縄県と福建省との経済交流促進に係

る覚書を締結したところです。アジアの巨大なマーケットの中心に

位置する地理的優位性と、沖縄が誇るソフトパワーなどの強みを活

かし、各地の期待に応えるものを作り上げ、県経済の発展及び県民

生活の向上につなげてまいります。 

また、しまくとぅばをはじめとするウチナー文化の普及継承、子

どもの貧困問題の解消、沖縄全体の底上げにつながる離島の振興な

どは、沖縄の未来を築いていくために重要であり、引き続き積極的

に施策を展開してまいります。 

完全失業率や有効求人倍率、小中学校の全国学力・学習状況調査

における全国平均との差など改善の傾向が顕著な指標も出てきてお

り、県政運営の成果は着実にあがりつつあります。 

しかしながら、課題は未だ山積しております。 

今後とも、関係各方面と丁寧に対話を重ね、沖縄県のさらなる飛

躍と県民福祉の向上に向け、全力で県政運営に取り組み、「誇りあ

る豊かさ」を実現してまいります。 

 

２ 沖縄を取り巻く現状の認識 

国際社会においては、グローバル化が急速に進行する一方で、国

際テロリズムや地域紛争に伴う難民の発生などが大きな課題となっ

ております。また、情報通信技術の急激な進化と普及による「第４

次産業革命」を迎える中、世界的に産業構造や社会環境の激変が生

じており、沖縄県においても、この変革への対応が求められる状況
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にあり、本年１月に誕生した米国新政権の動向についても、世界中

が注目しているところです。 

我が国においては、政府の平成 29年度の経済見通しによると、雇

用・所得環境が引き続き改善し、民需を中心とした景気回復が見込

まれております。また、高齢化を伴う人口減少の時代を迎え、地方

創生に向けた取組が引き続き全国各地で推進されております。 

沖縄県内の経済は、観光関連指標が前年を上回るなど、景気は全

体として拡大しております。  

平成 28 年の入域観光客数は約

861 万人、うち外国人客が約 208

万人と４年連続で過去最高を更新

し、観光収入は約６千億円、関連

産業を含めた経済波及効果は１兆

円を超えました。アジア各地との

間の直行便数も平成 24 年度末の

週 49便から平成 28年度末には週

184 便と大幅に伸びており、那覇

空港における国際貨物取扱量も着実に増加しております。 

また、県外及び外資系企業による新たなリゾートホテルなどの進

出も続いております。 

情報通信関連産業についても、雇用者数は４万人を超え、生産額

は４千億円を突破しました。 

年平均の完全失業率は、平成 27年の 5.1％から平成 28年は 4.4％

と改善し、有効求人倍率については、年平均では復帰後最高値を更

新し続け、直近の平成 28年 12月においても 1.02倍と、雇用情勢は
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着実に好転しております。 

その一方で、求人と求職のミスマッチの解消、若年者等の高い離

職率や、従業員の正規雇用化などの雇用の質の改善、県民所得の向

上などが継続的な課題となっております。また、沖縄県の子どもの

貧困率は 29.9%と深刻な状況にあり、貧困の世代間連鎖の防止など、

課題の解決に向けて全力で取り組んでまいります。 

周辺諸国との関係については、尖閣諸島の周辺水域を巡る状況を

踏まえ、宮古、八重山地域を始め、県民の平穏な生活環境及び県内

漁業者の安全確保に向けて、国に要請するとともに、国の関係機関

との連携を強化しているところです。国においては、関係改善に向

けた取組も模索されており、沖縄県としても、文化や経済など多面

的な分野の交流を通じ、諸国民との信頼の構築を図り、地域の平和

と発展に貢献してまいります。 

 

３ 今後の沖縄振興に向けた取組 

平成 29年度は、沖縄２１世紀ビジョン基本計画の中間評価を踏ま

え、残された課題や社会経済情勢等の変化により明らかとなった新

たな課題の解消を図り、安全で安心に暮らせる沖縄らしい優しい社

会を創りあげ、好況が続く経済をより高い次元へと進化させていく

ための第一歩となる重要な年です。 

沖縄がもつ地域力、文化力、伝統力、人間力、自然力、離島力、

共生力、経済力などのソフトパワーが子や孫の世代まで大切に引き

継がれ、未来を拓くエンジンとして十二分に活かされ続けていくこ

とが、きわめて重要であると認識しており、このような考え方の下、
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「経済発展」、「生活充実」、「平和創造」の３つの視点から、施

策を展開します。 

 

「経済発展」については、まず、「アジア経済戦略構想推進計画」

に基づく取組の具体化を一層推進します。その一環として、アジア

経済戦略課に「戦略推進室」を設置し、推進体制の強化を図ります。

併せて、昨年 11月の「沖縄県アジア経済戦略構想推進・検証委員会」

による提言も踏まえ、スピード感を持って、成長著しいアジアのダ

イナミズムと連動した観光リゾート産業や情報通信関連産業などの

リーディング産業の拡充・強化、国際物流拠点の形成等を推進し、

平成 33年度の目標である県内総生産５兆１千億円の達成や県民所得

の向上に向けて取り組みます。 

平成32年度の供用開始を

目指し、本島東海岸地域の

振興に資する大型ＭＩＣＥ

施設を、民間活力を導入し

て整備を進めるとともに、

沖縄観光に「ビジネスツーリズム」という新機軸を打ち出し、産学

官と連携した戦略的なＭＩＣＥ振興及び関連産業の創出に取り組み

ます。 

ＩＴの活用による沖縄の産業全体

の国際競争力を高めるため、「ＩＴ戦

略センター準備室」を立ち上げ、長期

的な成長戦略を構築する官民一体と

なった「沖縄ＩＴ産業戦略センター

大型ＭＩＣＥ施設モデルプラン（イメージ図） 

IT産業戦略センター(仮称)イメージ図 
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（仮称）」の、平成 30年度の設立に向けて取り組みます。 

 平成30年に沖縄県で初めて開

催する「第56回技能五輪全国大

会、第38回全国アビリンピック」

の成功に向けて、実施計画の策

定や選手の育成など、着実に準

備を進め、青年技能者の育成や

障害を持つ方々の職業能力の向

上と雇用の促進を図ります。 

また、那覇港において最大 22万トン級の大型クルーズ船に対応し

た港湾整備を促進し、国際交流・物流機能の強化を図るとともに、

那覇空港へ建設する航空機整備施設の平成 30年度の供用開始を目指

し、航空関連産業クラスターの形成を図ります。 

鉄軌道を含む新たな公共交通システムについては、構想段階にお

ける計画案を策定し、併せて特例制度の創設や事業化に向けた取組

を進めます。 

 

「生活充実」については、

「しまくとぅば」をはじめと

するウチナー文化の普及継承

をさらに推進します。沖縄伝

統空手・古武道を保存・継

承・発展させるため「空手振

興ビジョン（仮称）」を策定

するとともに、「第１回沖縄空手国際大会」の平成 30 年８月開催

技能五輪・アビリン（マーク・キャラ） 

国際通りでのギネスチャレンジの様子 
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に向けた取組を進めるなど、沖縄空手会館を拠点に、世界中に１

億人いるともいわれる空手愛好家の受け入れ体制の強化や交流拡

大を図り、「空手発祥の地・沖縄」を世界に向けて強力に発信し

ます。 

また、平成 32 年度供用開始に

向けて「工芸の杜
もり

（仮称）」の整

備に取り組みます。    

    

 

子どもの貧困対策については、昨年11月

に、「子ども未来政策課」を新設し体制を

強化しました。「沖縄県子どもの貧困対策

推進基金」を活用し、市町村における子ど

もの学びと育ちを支援するとともに、国と

連携し、子供の貧困対策支援員の配置や居

場所づくり等に取り組みます。また、国・

県・市町村や関係団体等で構成する「沖縄子どもの未来県民会議」

を中心に、児童養護施設退所児童等への大学等進学に必要な授業料

等の給付を拡大するなど、県民運動として子どもの貧困問題の解消

に向けて取り組みます。 

また、「黄金
く が に

っ子応援プラン」に基づき、市町村が実施する保

育所整備や、認可外保育施設の認可化を支援するとともに、保育

士の確保に努め、平成29年度末までの待機児童の解消に向けて取

り組みます。 

心理的に不安定で、社会生活への適応が困難な児童に心理治療

工芸の杜（仮称）イメージ図 
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等を行う「児童心理治療施設」の平成30年４月開所に向けて、必

要な施設整備を支援し、要保護児童等に対する支援の充実を図り

ます。 

今年４月に「中央児童相談所宮古分室」を新たに開設し、宮古島

市及び関係機関と連携し、離島における迅速な児童虐待対応体制の

強化を図ります。 

また、「医療政策課」及び「地域保健課」を設置し、地域医療構

想の実現や健康長寿おきなわの復活に向けた取組の強化を図りま

す。 

 沖縄の「離島力」の向

上に向けて、下地島空港

については、離島振興及

び沖縄県の経済発展に

資するよう、利活用事業

の実施に向け引き続き

取り組みます。 

 

また、離島の重要性や魅力に対する

認識を深める「島あっちぃ事業」につ

いて、対象離島や派遣人数を拡充する

など、離島地域の活性化等を図りま

す。 

 

きめ細やかな教育指導が可能となる少人数学級を小学５年生ま

で拡大し、学校教育の充実に取り組みます。 

離島でのモニターツアーの様子 

下地島空港国際線等旅客ターミナルイメージパース 

（三菱地所(株)提供） 
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平成28年度に開始した給付型奨学金の取組を着実に実施し、経

済的に進学が困難な生徒の県外難関大学等への進学を支援しま

す。 

また、公立、私立を問

わず県内の高等学校１年

生を対象に海外渡航予定

者のパスポート取得を支

援し、グローバル人材の

育成をさらに推進しま

す。 

那覇市内への新たな特別支援学校の設置については、平成33年度

開校に向けて取組を進め、障害のある児童生徒の教育の充実を図り

ます。 

平成31年度に沖縄県平和創造の森公園等を会場として開催される

「第43回全国育樹祭」の成功に向けて、万全の体制で準備を進め、

花と緑あふれる県土づくりに取り組みます。 

「平和創造」については、

昨年の「第6回世界のウチナ

ーンチュ大会」において、10

月30日を「世界のウチナーン

チュの日」として定めまし

た。今後、同日を中心とした

式典開催などの各種取組に

より、ウチナーネットワーク

の継承•発展を一層強化します。 

高校生海外留学の様子 

世界ウチナーンチュの日 
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基地問題については、過重な基地負担の軽減を図るため、基地の

整理縮小をはじめ、日米地位協定の抜本的な見直し、騒音問題や米

軍人軍属による犯罪など基地から派生する諸問題の解決に全力で取

り組みます。 

沖縄県は、日米安全保障体制の必要性は理解しております。しか

しながら、戦後71年を経た今もなお、国土面積の約0.6％である沖縄

県に70.6%の米軍専用施設が存在する状況は、異常としか言いようが

ありません。日本の安全保障は、日本国民全体で真剣に考えるべき

であります。このような沖縄県の主張をうけ、全国知事会に「米軍

基地負担に関する研究会」が設置されるなど、国内外において、理

解が広がりつつあり、心強く感じているところであります。こうし

た取り組みにより、日米安全保障体制や沖縄の米軍基地負担の実情

等についてさらに理解を広げ、過重な基地負担の軽減につながるよ

う全力で取り組みます。 

普天間飛行場の移設については、引き続き建白書の精神に基づき、

辺野古の新基地建設に反対し、県外移設を求めます。 

平成 29年度の県政運営にあたっては、「アジア経済戦略構想の実

現」、「すべての人が希望を持ち安心して暮らせる社会の実現」、

「地方創生の推進」、「健康長寿おきなわの復活」、「安全・安心・

安らぎの確保」の５項目を「重点テーマ」として、沖縄振興を力強

く推進する施策に取り組みます。 

沖縄県においては、郷土沖縄を愛する心と既存の価値観にとらわ

れることのない柔軟な発想、向上心をもって、持てる能力が最大限

発揮される県庁づくりを進め、限りある行政資源の下で、より大き

な成果を上げる行財政運営を実現します。 
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４ 内閣府予算 

平成 29年度内閣府沖縄関係予算については、沖縄振興を推進する

ための経費として 3,150 億円が確保され、那覇空港の滑走路増設、

子どもの貧困対策、駐留軍用地の跡地利用推進などの経費が引き続

き計上されました。 

厳しい国家財政状況の中で、各方面の御尽力により、離島地域の

活性化や産業イノベーションの創出に係る事業などが、新たに計上

されたところであります。 

沖縄県としては、沖縄振興予算の更なる効果的な活用を図るため、

沖縄振興一括交付金の執行体制を強化するなど、沖縄の振興に取り

組みます。 
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第２章 施策の概要 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





第２章 施策の概要 
 

 

【自立経済発展資源の創出】 

「沖縄県アジア経済戦略構想」の実現に向けて、海外事務所や民

間との連携強化をはじめ関連施策を効果的、効率的に展開します。 

具体的には、昨年12月に締結し

た福建省との経済連携を踏まえ、

県産品等を、福建省を通じて中国

に輸出することにより課題を抽出

し、通関の簡素化・迅速化等に向

けた取組を進めます。 

また、自然環境、文化資源、ス

ポーツ、農林水産物をはじめとする産業資源の高付加価値化を促進

し、各産業分野において沖縄ブランドの確立を図ります。 

 

【社会資本・産業基盤の整備】 

那覇空港の滑走路増設事業を促進するとともに、増大する旅客需

要に対応するため国内線と国際線ターミナルビルを連結する施設の

増築を促進するなど、ターミナル機能の拡充・強化を図ります。 

 

那覇港については、総合物流

センターの整備を推進します。 

中城湾港については、航路の

拡充や産業支援港湾整備を着

第１ 沖縄の「経済」を拓く －経済発展プラン－ 

 

那覇港総合物流センター（完成イメージ） 

沖縄県商工労働部と福建省商務庁の経済交流促進に係

る覚書締結式の様子 
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実に進めるとともに、クルーズ船の受け入れについても積極的に取

り組みます。 

本部港については、物流、人流機能の更なる向上を図るとともに、

大型クルーズ船に対応する岸壁等の整備を推進します。 

 

幹線道路網については、那覇空港自動車道及び沖縄西海岸道路の

整備を引き続き促進するとともに、南部東道路等の整備を推進し、

本島南北軸・東西軸を結ぶハシゴ道路ネットワークの早期構築に取

り組みます。 

また、大型ＭＩＣＥ施設へのアクセスを円滑にする県道浦添西原

線の整備を推進します。 

 

沖縄都市モノレールの首里駅から沖縄自動車

道（西原入口）までの延長整備を推進し、平成

31年春の開業を目指します。あわせて、石嶺駅

の先行開業について、引き続き検討を進めます。 

 

【沖縄らしい観光リゾート地の形成】 

沖縄のソフトパワーを活用した世界水準の観光リゾート地の形成

に取り組み、平成33年度までに観光収入１兆1,000億円、入域観光客

数1,200万人の達成を目指します。 

 

我が国で初めて、沖縄で開催され

たアジア最大の航空会社商談会「ル

ーツアジア」において沖縄のポテン

ルーツアジア会場の様子 
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シャルを印象づけるなど、国際航空路線の更なる拡充を図ってまい

ります。 

 

これまでインバウンド需要を取り込むため国外で展開してきた、

沖縄観光ブランド「Be.Okinawa（ビーオキナワ）」について、関係

団体等と連携し効果的な推進体制の構築に取り組み、国内において

も戦略的に展開します。 

 

 自然・歴史・文化など沖縄固有の資

源を活用したエコツーリズムや農林

水産業と連携したグリーン・ツーリズ

ム、ブルー・ツーリズムなどの体験交

流型観光を推進するとともに、やんば

るの山村資源を持続可能な形で活用

する森林ツーリズムの推進体制の構

築にも取り組みます。 

2020年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大

会に向けて、事前キャンプ

の誘致等、スポーツコンベ

ンションの推進や県出身選

手の育成のほか、沖縄県へ

の聖火リレーの誘致、開会

式等における沖縄文化・芸

能の披露等に向けた取組を推進します。 

森林ツアーの様子 

ニュージーランド空手連盟との事前キャンプに関する 

協定締結式の様子 
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【産業の振興と雇用の創出・安定】 

国際情報通信ハブの形成を目指し、沖縄と首都圏、アジアを直結

する高速通信基盤等を活用したアジアとの双方向ビジネスの展開を

支援します。 

また、サイバーセキュリティをはじめ、先進的なＩＴ技術を活用

した研究開発等や、他産業との連携による付加価値の高いサービス

の創出、高度ＩＴ人材の育成を促進します。 

 

国際物流拠点の形成に向けて、

国際航空物流や海上物流の拡充を

進めるとともに、これらの優れた

機能を活用するグローバル企業等

の集積を促進し、併せて商流ネッ

トワークの構築に取り組みます。 

 また、全国の優れた特産品を迅速にアジアへ届ける流通プラット

フォームの構築を推進するとともに、事前マッチング型商談会とし

ては、国内最大級の「第４回沖縄大交易会」を民間と共同で開催し

ます。 

  

「沖縄科学技術振興ロードマップ」に基づき、沖縄科学技術大学

院大学、琉球大学及び沖縄工業高等専門学校を核とした産学官連携

によるリーディングプロジェクトの創出や人材育成・確保の支援体

制の構築を図り、新事業・新産業を創出する国際的な知的・産業ク

ラスターの形成を推進します。 
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 再生医療や疾患ゲノムの研究開発を通じて

先端医療技術の研究基盤を強化するととも

に、感染症分野の研究開発や国際会議の開催

等に取組み、国際的な先端医療及び感染症研

究の拠点形成を推進します。 

また、沖縄の生物資源や地理的優位性等を

活かした医薬品、医療機器、機能性食品等の研究開発及び事業化を

推進します。 

 

企業誘致については、国際物流拠点産業集積地域や、情報通信産

業振興地域、経済金融活性化特別地区等の特区や各種税制優遇措置

等を活用するとともに、航空機整備施設等のインフラ整備を促進し、

アジア市場にビジネスを展開する産業等の集積に取り組みます。 

 

沖縄物産フェアの拡充や県内企業の

販路開拓の支援等により、県産品の県

外、アジア市場への販路拡大・販売促進

に努めます。 

さらに、海外ネットワークを有効に活

用し、観光誘客、県産品の海外展開、投

資誘引等、戦略的な施策を展開します。 

 

県内ものづくり産業の振興については、サポーティング産業の強

化を図るとともに、産学官・企業間連携の推進、高度技術の開発、

戦略的製品の開発などに取り組みます。 

カイコを用いて生産したワクチン用 

タンパク質の電子顕微鏡写真 

香港での沖縄物産展の様子(香港 SOGO) 
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泡盛などの県外展開による販売促進や需要

喚起などの取組を引き続き支援するととも

に、経営基盤の強化などが有効に図られるよ

う、酒類業界との連携に努めます。 

 

中小企業・小規模事業者の支援については、

市町村や関係機関と緊密に連携し、経営革新

や創業の促進、経営基盤の強化、資金調達の

円滑化など、総合的に取り組みます。 

また、好調な観光客の消費需要を着実に取り込み、県内商業の活

性化に取り組みます。 

 

 クリーンエネルギーの推進については、米国ハワイ州との協力事

業を推進し、海洋エネルギーをはじめ、沖縄の地域特性を活かした

再生可能エネルギーの普及拡大を図るとともに、島嶼型のエネルギ

ー技術開発や、関連企業の海外展開及び国際貢献を促進します。 

 

雇用の安定について

は、若年者等の離職率の

高さや求人と求職のミス

マッチ等の課題に引き続

き取り組みます。 

 雇用の質の改善につい

ては、優れた人材育成の

取組を行っている企業の人材育成企業認証制度認証授与式 
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認証制度のさらなる活用を促進するとともに、ワーク・ライフ・バ

ランスの推進、従業員の正規雇用化など、働きやすい環境づくりに

取り組む企業に対し、各種支援施策を展開します。 

 

【農林水産業の振興】 

沖縄の地域特性を活かした農林水産

業の振興については、戦略品目による拠

点産地の形成、生産基盤の整備、６次産

業化のほか、「地理的表示保護制度」の

活用などにより、さらなるブランド化を

推進するとともに、アジアなどへの海外輸出、販路開拓に積極的に

取り組みます。 

 

 また、島嶼県における流通条件の不利性の負担を軽減するため、

引き続き輸送コスト低減対策を推進するとともに、中央卸売市場に

おける物流対策の強化を図ります。 

 

農地利用については、農地中間管理機構を通じて、新規就農者や

法人経営体等担い手の農地利用拡大に取り組みます。 

 

 畜産業については、経営基盤の

強化を実施するとともに、安全・

安心な県産食肉等の流通体制の強

化を図るため、ＨＡＣＣＰ（ハサ

ップ）基準に対応した食鳥処理施

食鳥処理センター(完成イメージ) 
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設の整備に取り組みます。 

水産業については、新規漁業就業者を対象とした漁具等の漁業経

費の支援等を実施し、漁業就業者の確保・育成に取り組みます。 

 

また、漁船が自由かつ安全に操業できる漁場を確保するため、ホ

テル・ホテル訓練区域における使用制限の解除対象水域の拡大及び

対象漁業の拡充を求めてまいります。 

 日台漁業取決めの影響緩和のための基金を活用し、漁業者の安全 

操業の確保や水産経営の安定化など、水産業の振興に取り組みます。 

 

 

 

【地域力の向上・くらしの向上】 

県民一人ひとりがボランティア、ＮＰＯ活動などへ主体的に参

加できる仕組みづくりや、県民や地域組織、企業等の多様な主体

が連携した取組を促進します。 

働く全ての人が輝ける職場環境の整備を目指し、県が率先して

仕事と生活の両立支援、子育てに優しい職場づくりに取り組むと

ともに、市町村等と連携して、女性が輝く社会づくりに取り組み

ます。 

 

 県内全市町村で構成する沖縄県

移住受入協議会での活動を通し、移

住者受入に取り組む市町村の創意

工夫を支援するとともに、県外都市

第２ 沖縄の「幸せ」を拓く －生活充実プラン－ 

 

東京での移住フェアの様子 
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部における移住フェアの開催など、Ｕターン者や移住者の持続的

受入に向けた取組を積極的に推進します。 

 

 モノレール旭橋駅周辺地区市街地再開発について、平成30年度

の事業完了を目指したバスターミナルを含む北工区の整備を支援

します。 

 

【美ら島の自然環境保全】 

 「奄美大島、徳之島、沖縄島

北部及び西表島」の世界自然遺

産登録に向け、国、市町村等と

連携し、やんばる地域及び西表

島における希少種等の保護や

外来種対策など、自然環境の保

全に取り組みます。 

 沖縄県自然環境再生指針を踏まえた自然環境再生モデル事業

や、サンゴ礁保全に向けたオニヒトデ対策などに取り組み、自然

環境の保全・再生・適正利用を図ります。 

 

また、昨年９月にハワイで締結した「グリーンアイランドパート

ナーシップ設立に関する合意書」に基づき、米国ハワイ州及び韓国

済州
ちぇじゅ

特別自治道と協力し、島嶼地域が直面する環境に関する課題解

決等に向け取り組みます。 
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 生物多様性の保全上重要な情報収集・調査研究・教育普及の拠

点となる「国立自然史博物館」の誘致について、取組を進めます。 

 

また、絶滅が危惧されるジュゴンの生息状況等の調査を継続し、

保護施策のあり方等、希少生物の保全に向けた取り組みを推進し

ます。 

 

亜熱帯の特性を活かした沖縄らしい景観や環境共生型社会の形

成を目指した取組を進めるとともに、緑化施策を充実し、全島緑

化を推進します。 

 

また、公共関与による産業廃棄物管理

型最終処分場の平成31年度供用開始

を目指し、工事に着手します。 

 

 

 

【誇り高きウチナー文化の普及促進】 

中期「しまくとぅば」普及

推進行動計画に基づき、人材

の養成や活用のコーディネー

トなど、中核的な機能を果た

す「しまくとぅば普及センタ

ー（仮称）」を平成29年度に

設置し、市町村、学校、団体

産業廃棄物管理型最終処分場（完成イメージ） 
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等と連携のもと、県民への普及促進、次世代への継承に取り組み

ます。 

 組踊、琉球舞踊、沖縄芝居などの伝統文化や、染織物、陶器、

漆器などの伝統工芸の後継者育成に取り組むとともに、国内外へ

の発信力の強化を図ります。 

また、県産工芸品の市場ニーズに対応した製品開発等に取り組み、

普及や販路拡大を図ります。 

 

沖縄の歴史文化の核となって

きた指定文化財の保護に努める

とともに、「沖縄県史」及び「歴

代宝案」の編集刊行に取り組み

ます。 

 

【健康福祉社会の実現】 

2040年までに平均寿命日本一を取り戻す

ため、次世代や働き盛り世代の健康づくり

のさらなる拡大や、健康づくりを担う人材

の育成を図るなど、引き続き健康長寿復活

プロジェクトを推進します。 

また、栄養指導等の健康づくりを推進す

るため、管理栄養士の養成などに取り組み

ます。 

 

民生委員・児童委員の充足率向上と活動の活性化を図るととも

沖縄県健康づくり表彰の創設 

沖縄県史及び歴代宝案 
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に、適切な福祉サービスが利用できる体

制を推進します。 

 

生活困窮者の相談支援体制の更なる充

実、地域における関係機関とのネットワ

ークのより一層の強化に取り組みます。 

 

平成29年度から本格的に施行される新しい社会福祉法人制度に

ついて、市町村等の関係機関と連携しながら、社会福祉法人の経

営組織のガバナンスの強化、事業運営の透明性の向上等を促進し

ます。 

 

 障害のある人に対する誤解や偏見等をなくす取組を充実させる

とともに、地域生活への移行の促進、社会参加、就労支援等の地

域生活支援を行います。 

 

【子育て・高齢者施策の推進】 

 安心して妊娠、出産し、子どもを健やかに育てることができる

よう、子育て世代包括支援センターの設置を促進するとともに、

低体重児出生率の改善に向けた取組を推進します。 

また、こども医療費助成制度について、市町村の意向を踏まえ

ながら、現物給付の導入に向けた取組を推進します。 

 

待機児童の計画的な解消や、多様なニーズに対応した子育て支

援の充実等、保育サービスの充実を図ります。 

民生委員制度 100周年シンボルマーク 
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「沖縄県子どもの貧困対策計画」に基づき、子どものライフス

テージに即した切れ目のない総合的な子どもの貧困対策を推進し

ます。 

さらに、要保護児童等への支援やひとり親家庭等の自立支援に

も引き続き取り組みます。 

 

高齢者の介護サービスの充

実、認知症施策の推進、社会参

加の促進等、地域包括ケアシス

テムを構築するとともに、介護

人材の確保に取り組みます。 

また、入所待機者の解消に向

け、特別養護老人ホーム等の施設整備の支援に取り組みます。 

 

【医療の充実】 

北部及び離島地域における医師不足の解消に重点的に取り組む

とともに、看護師等保健医療従事者の養成・確保、救急医療体制

の充実など、地域医療の充実強化を図ります。 

 

 県立病院については、地域の

中核病院として、救急医療や小

児医療、周産期医療など医療提

供体制の安定確保に努めるとと

もに、経営の健全化に向けて、

更なる改善に取り組みます。 

石垣市 100歳体操の様子 
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また、新県立八重山病院については、平成 30 年度の早い時期の

開院に向けて整備を進めます。 

 

【安心・安全で快適な社会づくり】 

人に優しい交通手段の確保に向けて、ＩC 乗車券の船舶やタク

シーへの拡張利用について検討を行います。 

 

 住環境の整備について

は、県営大謝名団地、神森

団地、南風原団地、南風原

第二団地、新川・真喜良団

地等の建替を推進します。 

 民間既存住宅の省エネ化

やバリアフリー化を図るた

め、住宅リフォームを促進するとともに、配慮が必要な高齢者等

の民間賃貸住宅への入居支援を促進します。 

 

 飲酒運転根絶等の交通安全対策の

ほか、地域社会と連動した「ちゅらさ

ん運動」を一層活性化させ、少年非行

防止対策や子ども・女性・高齢者等の

安全確保を含めた総合的な犯罪抑止

対策に取り組みます。 

犯罪被害者等を社会全体で支える

機運の醸成を図り、警察安全相談体制の充実、大規模災害やサイ

飲酒運転根絶ロゴマーク 

H28.9沖縄交通安全推進協議会決定 

県営大謝名団地（所在：宜野湾市）(完成イメージ) 
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バー空間の脅威など、県民生活を脅かす様々な危機に対してきめ

細かな対策を推進します。 

 

ＤＶ・ストーカーや性犯罪

等の被害未然防止対策を強化

するとともに、県立中部病院

敷地内に「沖縄県性暴力被害

者ワンストップ支援センタ

ー」を建設し、性犯罪・性暴

力被害者に対する被害直後か

らの総合的な支援体制の充実

に取り組みます。 

 

消費者被害の未然防止と早期救済を図るため、市町村相談体制

の充実と消費者への啓発等に継続的に取り組みます。 

 

災害に強い県土づくりのため、老朽化した橋梁の補修・補強や

海岸堤防等の改修、また、民間住宅、ホテル、病院等への耐震診

断及び改修等に対する支援等に取り組みます。 

 

治水・浸水対策、土砂災害対策、高潮対策に取り組むとともに、

治山対策による森林の維持・造成を推進し、潮風害の防止、山地

災害復旧・予防、及び生活環境の保全を図ります。 

ワンストップ支援センターの支援イメージ 
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東日本大震災や熊本地震の教訓を

踏まえ、県民の防災意識の向上と迅速

な避難行動の確保、国、市町村、民間

事業者等と連携した迅速な災害救助

や被災者支援に備えた体制の整備等

に取り組みます。 

 

安全な水道水を将来にわた

って安定的に供給するため、

水道施設の計画的な更新・耐

震化を推進します。 

また、市街地の雨水浸水対策

を促進し、下水道施設の整備

拡張や計画的な更新・耐震化

に取り組みます。 

 

【離島力の向上】 

離島地域においては、港湾・空港施設の機能向上をはじめ道路・

公園などの社会基盤整備を推進します。 

 

超高速ブロードバンド環境の整備による情報格差の解消や、本島

周辺離島８村への水道水の安定供給と料金低減の取組など、水道

広域化の取組を着実に進めます。 

 

離島航路及び航空路に就航する船舶や航空機の購入等の支援な

災害対策本部設置運営訓練の様子 

管路更新工事の様子 
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ど、交通基盤の整備を推進します。 

  

また、離島航路及び航空路の交通コスト低減や割高な生活コス

トの低減に取り組むとともに、安定した保健医療サービスの提供、

離島患者の通院コストの低減や植物コンテナによる葉野菜の安定

供給のほか、離島からの高校進学等の支援など、離島の定住条件

の整備に取り組んでまいります。 

 

 体験プログラムの開発・改善

や民泊を推進する離島体験交

流事業等を引き続き実施しま

す。 

 

離島の主要産業であるさとうき

びや畜産などの農林水産業の生

産性向上、担い手の育成・確保対策を推進し、製糖業の効率化や合

理化、経営安定化に取り組むとともに、地元特産品の販売力強化を

支援します。 

 

【教育の振興】 

学校教育については、教員の指導力向上、学校の授業改善等、小

中学校のさらなる学力向上を図ります。また、正規教員率の改善

にも引き続き取り組みます。 

  

離島での体験学習の様子 
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中高一貫教育等の充実による人材の育成を図るとともに、給付型

奨学金の実施など、大学等への進学を支援します。 

 

さらに、大学進学率のさらなる向上を図り、将来の沖縄振興の基

盤を担う人材を育成・輩出するため、高等教育を受ける機会の創出

等に取り組みます。 

 就学援助を必要とする児童生徒に支援が届くよう、制度の周知

広報を図るとともに、制度の充実を促進します。 

また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの

配置等により、いじめ、不登校、深夜はいかい等の未然防止、早

期発見及び早期解決に取り組みます。 

 

今年４月から県立高等学校３校

に軽度知的障害を対象とした併設

型の高等支援学校を開校し、特別

支援教育のさらなる充実を図りま

す。 

特色ある教育を実践し、個性豊かな人材育成に貢献している私

立学校を支援し、私学教育の充実、多様な人材の育成を図ります。 

 

 子どもの健やかな成長を育む「やーなれー」事業を推進すると

ともに、地域住民等の参画による学習補助や学校支援、子どもた

ちの放課後の安全・安心な居場所づくりなど、家庭教育の充実を

図ります。 

特別支援学校の実習の様子 
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 また、離島等図書館未設置町

村における移動図書館の実施等

により読書環境の充実を図ると

ともに、「知の拠点」となる新

県立図書館の整備を進めます。 

 

米国や欧州、アジア諸国など、海外

への短期研修及び海外留学に高校生

や大学生等を派遣するなど、継続して

グローバル人材の育成に取り組みま

す。 

  

「平成31年度全国高等学校総合体育大会」が、本県を含む南部九

州４県で開催され、沖縄県では、陸上、サッカー、空手道など７

競技８種目が実施されることが決定しました。同大会の開催に向

けて、関係市町村や各競技団体等と連携し取り組みを進めます。 

 

 

 

【沖縄から世界へ、平和の発信】 

沖縄平和賞や平和祈念資料館におけ

る戦争体験証言等の記録などを通じて、

恒久平和を願う沖縄の心を広く国内外

へ発信し、次世代に継承する事業を充実

第３ 沖縄の「平和」を拓く －平和創造プラン－ 

 

新県立図書館（完成イメージ） 

「アメリカ高等教育体験研修」 

カリフォルニア州大学チコ校での派遣生徒 

「沖縄のこころ」を世界に発信するための戦争体

験収録の様子 
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させます。 

 

沖縄戦の戦災の状況を後世に伝えるため、国と連携し、戦災の記

録が確実に残るよう取り組みます。 

 

【国際交流･協力の推進】 

世界のウチナーネットワー

クの強化、拡大、次世代への継

承を図るため、市町村及び県人

会や世界若者ウチナーンチュ

連合会等との連携を一層強化

し、様々な交流を推進します。 

  

県内の中学・高校で国際協力出前講座を実施するとともに、ＪＩ

ＣＡ沖縄と連携して、高校生を開発途上国へ派遣し、将来の国際協

力を担う人材を育成します。 

 

【基地問題の解決と駐留軍用地の跡地利用】 

昨年12月、県民の不安が一向に払拭されていないことから配備撤

回を求めてきたオスプレイが、墜落事故を起こすなど、米軍基地に

起因する事件・事故は、依然として県民に大きな不安を与えており

ます。 

沖縄県としては、引き続きオスプレイの配備撤回を求めるととも

に、米軍機による事故等が発生した際の政府の対応に沖縄県の考え

ペルー沖縄県人会での植樹の様子 
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を反映させる新たな仕組みを構築し、県民の懸念や不安の払拭を図

ってまいります。 

また、日米地位協定については、沖縄県としては、米軍基地を巡

る諸問題の解決を図るためには、米側に裁量を委ねる形となる運用

の改善だけでは不十分であると考えております。 

今後とも軍転協や渉外知事会、全国知事会とも連携し、あらゆる

機会を通じ、日米両政府に、日米地位協定の抜本的な見直しを粘り

強く求めてまいります。 

 辺野古新基地に反対する県民世論、及びそれを踏まえた建設阻止

に向けた沖縄県の考えや、沖縄の正確な状況について、米国政府、

連邦議会へ伝えるため、米国ワシントン D.C.の駐在員を活用し、基

地問題に関する情報収集・発信を行うとともに、直接訴えることに

よって、沖縄の課題解決に努めてまいります。 

 普天間飛行場の５年以内運用停止を含めた危険性除去の方策につ

いて、政府と調整してまいります。 

嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還については、統合計画の

確実な実施とともに、内容の具体的な説明、地元意見の聴取の場の

設置、跡地利用の円滑な推進等を引き続き政府に対して強く求めま

す。 

 とりわけ、牧港補給地区については、７年以内の全面返還に向け

て、引き続き、政府と調整を進めてまいります。 
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 また、平成27年３月に返還された西普天間住宅地区の跡地利用に

ついては、国、宜野湾市、琉球大学、地主会等の関係者と連携し、

国際医療拠点の形成を目指してまいります。 

さらに、普天間飛行場をはじめとした返還予定地について、関係

市町村等と連携し、跡地利用計画の策定を促進します。 

 

 戦後処理問題については、不発弾処理問題の早期解決に取り組む

とともに、沖縄戦の戦没者の遺骨収集の加速化を図ります。また、

所有者不明土地問題について、抜本的解決策を講ずるよう国に求め

ます。 

宜野湾市提供 
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